
課題を解決するための事業等の概要（全体像）

環境
変化

コロナ禍

テクノロジー
の進化

デジタル化

人の
価値観等
の変化

R6～

国の政策

働き方

Ⅰ 「女性等に魅力ある新たな雇用・
産業の創出等に向けた事業戦略（仮称）」
の策定

新たな施策
の検討

速やかに
取り組む施策

年 度 R5

Ⅱ 女性デジタル人材の育成(新規・既存事業拡充)

R6事業の検討・協議

国の施策に呼応した取組(1階部分)

調査・分析、施策の検討

女
性
に
魅
力
的
な
雇
用
等
の
創
出
と
柔
軟
な
働
き
方
の
実
現

 社会の環境変化を捉えた施策の展開により、女性に魅力的な雇用・産業の創出等を図る

施策の改善、
見直し等

本県の特性、ターゲット等を
踏まえた施策(2階部分)
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女性デジタル人材の育成（新規・拡充）

個 人企業向け

AIセンター
人材育成事業
（県）

※男女は問わない
※AI・IoT等の知識
がメイン

(OA事務)

デジタル
活用人材

デジタル
変革人材

デジタル
コア人材

高度なデジタル知識、スキ
ルを保有し、新たな事業の
構想、企画・設計を推進

デジタル技術に対する一
定の知識を持ち、関係者
を巻き込みながら現場の
変革を実行

デジタルに関する最低限
の知識を習得し、自らの
業務においてデジタル
サービスを活用

パソコンの基本操作が
できる

デジタル人材のレベル(イメージ)

 国は、地方からデジタルの実装を進め、地方と都市の差を縮めていく 「デジタル田園都市国家構想」の実現に向け、デ
ジタル実装を通じた地方活性化を推進するとともに、「女性デジタル人材」を育成していく方針。

 県においては、企業及び個人への支援に取り組み、人材の裾野を拡げるほか、女性の働きやすい環境整備等を図る。

支援の対象と内容

人材開発支援助成金(国)
(技術者向け)

狙
い

企業の業務改革及び生産性向上と、デジタルを活用した女性目線での新サービス創出の基盤整備
育児等で就労に時間的・場所的制約があっても、デジタルを活用した就労が選択できる環境整備 2

デジタルスキル向上研修
県内中小企業等で業務上必要な能力の向上、技術・知識を習得に向けた研修

Ex）Webクリエイター、データサイエンティスト等

職業訓練等
(国・県（国委託))
※男女は問わない

※県内に在住する未就労・非正規雇用の女性、県内
への移住や就職を検討している県外在住の女性
（移住や就職の意思を面談等で確認できた人に限る）

※県内中小企業に勤務する
正規雇用の女性



女性デジタル人材の育成（具体的内容）

 個人のデジタルスキルを習得する機会を創出し、ジョブモール等を通じて女性デジタル人材の就労を支援
 県内中小企業が、女性従業員の能力開発・育成のための研修において活用し、女性のリスキリングへつなげる
 女性デジタル人材の裾野を拡げるとともに、企業の働きやすさや魅力を高め、女性の持続的就労につなげる

 個人向け及び企業向けに、デジタルスキル習得の機会を創出し、女性デジタル人材の裾野を拡げるとともにレベルアップ等を支援する。

支援内容

効
果

企業内の女性デジタル人材の活用によるデジタル化の促進、企業・職の魅力度や働きやすさの向上
デジタルスキルを生かした、多様な働き方の実現と、雇用条件の向上による選択肢の拡大

県

（180人程度）

受託事業者

県内に在住する未就労・
非正規雇用の女性、県内
への移住や就職を検討し
ている県外在住の女性
（移住や就職の意思を面談等
で確認できた人に限る）

事業の受託、企画運営・管理、
受講者の募集・進捗管理等、
関係企業との調整など、事業全
体の中心的役割

・多様な働き方の選択肢が拡
がる。
・就業先の選択肢が拡がる。
・個々人の状況に応じたスキル
アップができる。

女性・企業のメリット等
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周知・募集

申込・
受講費

県内中小企業に勤務する
正規雇用の女性 ・スキルを活用したキャ

リアアップ
・柔軟な働き方

・デジタル化推進
・デジタル人材育成
・業務改善

業務委託の範囲

デ
ジ
タ
ル
関
連
の
研
修
受
講

求人情報等保有企業、
機関等※を活用した就労
※ハローワーク、ジョブモール、
人材マッチング企業等

受託事業者は、上記企業や
機関と連携し女性が新たな職
を得ることができる等、本事業
の成果につながるよう支援する。

R5年度予算
18,477千円


